
◆妊婦や乳幼児が適切な時期に必要な健康診査や相談を受けられるよう受診勧奨を徹底し、発達
の遅れや疾病・障害などを早期発見し、育児指導や療育・治療を行っていく体制をより確かにする。
◆健康診査や相談時における、虐待などの子育て家庭の課題の把握に努めるとともに、子ども家庭
支援センター等関連施設と連携し、継続した支援を行う。

乳幼児健康診査事業、一歳六か月児健康診査事業、三歳児健康診査事業、妊婦健康診査事業

◆妊娠期から、産前産後、出産、子育て等に関する不安や疑問について、外国人住民なども含め、
いつでも誰でもが、訪問や来所、電話などで、相談し支援を受けることができる体制を確立し、子育
て家庭の不安の軽減を図る。
◆保育所をはじめとする関係機関と連携し、妊婦面接や指導、新生児・産婦訪問、産後ケアなど切
れ目ない支援を充実して実施し、母子の健全な育成のための様々なニーズに応え、安心して子育
てできる環境を整る。
◆こどもを望んでいる夫婦に対して、不妊治療に係る治療費助成を行い、経済的負担の軽減を図
る。

妊娠出産支援事業、出産・子育て応援交付金事業、新生児・産婦訪問支援事業、特定不妊治療費
助成事業

◆令和４年の児童福祉法改正により、子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）と子育て世代包括支援センター（母子保
健）の機能を一体化させた「こども家庭センター」の設置が努力義務化される。
◆国は４年度２号補正予算において、新たに「出産・子育て応援交付金」事業を創設し、令和４年４月以降に出産した
妊産婦等に対し、総額１０万円相当の応援ギフトの支給を開始。
◆国は、低所得の妊婦に対する初回産科受診料支援事業を実施する予定である。
◆都は、「とうきょうママパパ応援事業」において、国が行う「出産・子育て応援交付金」を活用して伴走型相談支援のメ
ニューを充実させるとともに、「東京都出産応援事業」を都の広域連携事業に位置づけ、遡及適用の１０万円給付を実
施。
◆都は、５年度予算において、妊婦超音波検査の公費負担対象を従来の1回から４回に拡大。

◆昨年度と比べ2.9ポイントの減となっている。これは、引き続きコロナ禍における母子保健サービス
の一部中断があったことに加え、子育てをめぐる環境が年々厳しくなる中、行政に求めるサービスが
複雑・多様化していることが原因であると考えられる。

母子保健サービスの充実に向けた区の取り組みに対する効果を客観的に示す指標であるため

全ての親と子に妊娠期から乳幼児期にわたる切れ目のない出産・子育て支援が行われ、妊産婦とその家族が
安心してこどもを産み健やかに子育てできる環境が整っています。
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◆区の取り組みは概ね順調に推移している。
◆身体の発育が目覚ましく、首すわり等比較的分かりやすい発達上の指標がある3～4か月児に健康診査を行うこと
で、疾病や障害の早期発見・療育に結び付けるとともに、保護者の育児不安解消につながっている。

健康診査と相談機会の充実に対する取り組みの効果を示す指標であるため

◆受診率は3年度と比べ2.7ポイント向上し、元年度の水準に戻っている。これは、新型コロナウイル
ス感染拡大を防止しながら、日常生活における制限を緩和していくという社会の動きに伴う影響等と
推察される。

妊婦や乳幼児が適切な時期に必要な健康診査や相談を受けられるよう受診勧奨を徹底し、発達の遅れや疾病・障害
などを早期発見し、育児指導や療育・治療を行っていく体制をより確かにします。また、健康診査や相談時における、
虐待などの子育て家庭の課題の把握に努めるとともに、子ども家庭支援センター等関連施設と連携し、継続した支援
を行います。

◆区の取り組みは概ね順調に推移している。
◆新生児の健全な発育と産婦の子育て応援のため、原則として新生児の出生後28日までに、助産師または保健師に
よる訪問を実施している。さらに実施率を上げていくために、里帰り出産や外国人等で対象期間中に訪問ができない世
帯への対応が課題である。

妊娠や出産、子育て等に関する不安の軽減に対する取り組みの効果を示す指標であるため

◆2年度は新型コロナウイルス感染拡大に伴い、訪問を控えた時期があったが、3年度より訪問を再開し
たことから、実施率は3年度が91.4％、4年度が93.2％と改善傾向にある。

妊娠期から、産前産後、出産、子育て等に関する不安や疑問について、外国人住民なども含め、いつでも誰でもが、
訪問や来所、電話などで、相談し支援を受けることができる体制を確立し、子育て家庭の不安の軽減を図ります。ま
た、保育所をはじめとする関係機関と連携し、妊婦面接や指導、新生児・産婦訪問、産後ケアなど切れ目ない支援を
充実して実施し、母子の健全な育成のための様々なニーズに応え、安心して子育てできる環境を整えます。さらに、
こどもを望んでいる夫婦に対して、不妊治療に係る治療費助成を行い、経済的負担の軽減を図ります。

149



◆指標については、主にコロナ禍におけるサービスの中断や訪問控えなどにより、計画策定時の現
状値から低下している。
◆行政サービスの再開に伴い、施策が目指す江東区の姿の実現及び指標の向上に向け、下記に
ついて着実に取り組む必要がある。

◆今後も多様なニーズを的確に把握し、ゆりかご面接、産後ケア事業などの母子保健事業を充実
させ、切れ目のない出産・子育て支援に取り組む。

◆引き続きＩＣＴの活用を推進し、オンラインによる面談や講座を実施するなど、多様化する区民
ニーズの反映及び区民サービスの向上に努める。

◆出産・育児に不安を抱える人や外国人、児童虐待のケース等については、訪問指導や乳児健康
診査等の機会を活用した、行政側からのアプローチが重要であることから、引き続き関係機関と連
携し、よりきめの細かい対応を図る。

◆区の取り組みは概ね順調に推移しているが、近年、国は急激に母子保健施策の充実を図ってお
り、適切に対応するための体制整備が課題である。
◆今後も施策が目指す江東区の姿の実現及び指標の向上に向け、下記について着実に取り組む
必要がある。

◆今後も多様なニーズを的確に把握し、ゆりかご面接、産後ケア事業などの母子保健事業を着実に
実施する。
◆新型コロナウイルス感染症を契機に、ＩＣＴの活用を推進し、従来の対面型による実施と併せて、オ
ンラインによる面談や講座を実施するなど、多様化する区民ニーズに柔軟に対応可能な環境整備を
推進する。
◆出産・育児に不安を抱える人や外国人、児童虐待のケース等については、訪問指導や乳児健康
診査等の機会を活用した、行政側からのアプローチが重要であることから、引き続き関係機関と連携
し、よりきめの細かい対応を図る。

（令和４年度外部評価実施済施策）
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◆休日急病診療所の運営のほか、在宅医療に関する多職種の連携に資する会議・研修の実施、人
材育成に資する研修の実施、区民向けシンポジウムの開催等を行う。
◆昭和大学江東豊洲病院は災害・救急・周産期の対応や地域診療所との連携が図られているが、
地域医療の拠点として引き続き連携し、区民の安全安心の確保を求めていく。

土曜・休日医科診療・調剤事業、在宅医療連携推進事業

◆各種がん検診および健康診査を実施し、受診率向上に向けての受診勧奨等の啓発を行ってい
る。また、受診しやすい環境を整えるため、実施医療機関の拡充を行っている。
◆各種がん検診の精度管理向上を図るため、実施医療機関への検診チェックリスト並びにフィード
バックを行い、検診の質を高め、要精検者に対し適切な指導を行うよう周知する。

健康診査事業、胃がん検診事業、子宮頸がん検診事業、肺がん検診事業、乳がん検診事業、大腸がん
検診事業、眼科検診事業、前立腺がん検診事業、歯周疾患検診事業、保健情報システム管理運用事業

◆「江東区健康増進計画（第二次）」に基づき、ライフステージに応じた健康づくり施策を進めてい
く。健康状態やライフスタイルに応じ、区民が自ら健康の維持増進に向けて行動できるよう、健診や
各種イベント等を通じ普及・啓発に取り組む。
◆自殺対策については、コロナ禍の影響を注視しつつ、「江東区自殺対策計画」に基づき、地域
ネットワーク及び多様な相談支援体制の強化を図る。

健康増進事業、がん対策推進事業、食育推進事業、自殺総合対策・メンタルヘルス事業

◆国は「健康日本21（第二次）」について、計画期間を平成25年度から4年度末までとしていたが、医療費適正化計画
等の期間と次期計画の期間とを一致させることなどを目的とし、期間を1年間延長することとした。これを受け、都におい
ても、関連計画と調和の取れた指標設定及び施策展開を行うため、「東京都健康推進プラン21（第二次）」の計画期間
を1年延長とした。コロナ禍で得られた知識や経験は、次の各第三次計画に盛り込まれる方向で策定中である。

◆「健康日本21（第二次）」に基づくライフステージに応じた健康づくり施策を進めてきたが、コロナ禍
の外出自粛なども影響して指標は横ばいに留まっているものと考えられる。新型コロナウイルス感染
症の5類移行後の社会経済活動活性化を踏まえ、区民の自主的な健康づくりの充実に取り組む必
要がある。

自ら健康づくりに取り組める環境整備に対する区の取り組みの効果を客観的に示す指標であるため

区民が正しい知識と情報を得て、自ら健康づくりに取り組める環境が整備されています。病気になっても、住み
なれた地域で、安心して暮らし続けられるよう、必要な保健・医療サービスが受けられる体制が整っています。
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◆胃がん（エックス線）・肺がん検診について、元年度から受診券を送付、3年度は検診実施期間の延長と予約システム
の整備、4年度からは、胃がん（エックス線）検診の区内医療機関での実施へと拡充。胃がん（内視鏡）検査の対象年齢
を60歳代偶数年齢に拡大した。
◆がん検診精度管理向上のため、実施医療機関に対し検診チェックリストの実施やプロセス指標の提示を行うなど、質
の向上を目指し、引き続き関連団体と協議する。
◆4年度よりマイナポータルによるがん検診情報の閲覧を開始。今後も国の自治体システムの標準化の動きに合わせ
て、区独自の保健情報システムの標準化に対応するため、関係課・関連団体と協議を進めていく。

疾病の早期発見・早期治療につながる区の取り組みの効果を客観的に示す指標であるため

◆がん検診受診対象者全員に受診券を個別送付、年度途中に受診記録のない方へ再勧奨のはが
きを送付している。新型コロナウイルス感染症が収束に向かう中、受診率はコロナ禍前の数値に少し
ずつ戻り始めている。更なる受診率向上に向け、がん検診の意義や必要性をわかりやすく説明し、
区民が受診しやすい検診環境を整備していく必要がある。

各種がん検診及び健康診査の普及啓発を推進し、受診率向上に努め、区民が自らの健康状態を定期的に把
握できるよう機会を提供します。また、各種検診データを分析し、健（検）診が適正に実施されているかを評価す
るなど健（検）診実施体制の充実に努め、疾病の早期発見・早期治療につながる取り組みを推進します。

◆新型コロナウイルス感染症の影響もあり、啓発イベント等を実施できない事業が生じた。一方で、新規の取り組みとし
て「江東区家庭料理検定」、「こうとう健康チャレンジ」等区民の健康に関する知識の取得や、自主的な運動を促す事業
を実施している。また、区民支援として禁煙外来治療費の一部助成制度やがん患者ウィッグ購入等費用助成制度の開
始、「がん患者と家族のための療養ガイド」の作成、がん夜間相談窓口事業の継続等相談支援体制の拡充ができた。
◆区民が主体的に健康な生活習慣への改善や継続ができるよう、今後も普及啓発を進める必要がある。

健康づくりの普及啓発や相談支援体制の整備など、ライフステージに応じた健康づくりの推進状況
を示す指標であるため

◆3年度の健康寿命は、男性が82.72歳、女性が85.84歳と、男女ともに上昇傾向にある。（平成29年
度：男性82.22歳、女性85.55歳）

健康寿命の延伸を図るために、ライフステージに応じた健康づくりを推進し、区民が主体的に生活習慣の改
善、生活習慣病の発症予防や重症化予防に取り組めるように、がん対策や食育の推進、運動・スポーツ習慣を
含めた健康づくりの普及啓発や相談支援体制を整備します。また、こころの健康づくりに関する取り組みを充実
させるとともに、関係機関と連携して自殺対策を推進します。
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1

ライフステージに応じた健康づくりの推進を主に、概ね適切な取り組みが行われている。ヒアリン
グの中でも指摘されていたウォーキングは年代を問わず手軽に実践でき、心身の健康の維持や
疾病予防にも高い効果があるとされていることから、より積極的に普及させることにさらに力を入
れることが望まれる。

「区民の健康意識と行動に乖離がある」と的確に課題を把握、そのギャップを埋めるべく施策を
展開している。特に「歩く」ことを奨励するためにスマホアプリによるポイント付与やルート設定を
行い、さらにイベントでのルートがマンネリ化しないよう工夫を検討中という。積極的な姿勢が数
字（自分は健康だと思う区民の割合）に表れている。区民モニターから要望があったように、歩行
者と自転車などの接触事故などについての対策や、健康マイレージを使っての健康情報の発信
にも期待したい。

ライフステージに応じた健康づくりの推進にむけて、区民の健康意識や一人当たり医療費、健診
受診状況など、区民の健康をとりまく環境の分析が行われ、それに基づいた政策展開がなされ
ていると感じた。
自殺対策については、自殺を思い悩む前のステージが確かに重要で、ゲートキーパー養成研
修も、江東区自殺対策計画の事業内容欄に記載のあるように区民へ受講啓発を進めると同時
に、区内企業への展開も検討してほしいと思う。

◆新型コロナウイルス感染症患者を診察・入院受入する医療機関・薬局への支援を行い、区民の安全安心の確保を進
めた。
◆コロナ禍で開催できなかった、医療従事者等を対象とする研修事業や区民への啓発イベント等を実施し、在宅医療・
介護体制を推進していく必要がある。

◆区民の健康意識と行動に乖離があることから、引き続き効果的な普及・啓発事業を実施する必要
がある。

◆「江東区健康増進計画（第二次）」に基づくライフステージに応じた健康づくり施策を積極的に実
施していく。
◆健康状態やライフスタイルに応じ、区民が自ら健康の維持増進に向けて行動できるよう、今後も引
き続き健診、講演会や各種イベント等を通じ普及・啓発に取り組む。

良質で適切な保健・医療体制の充実と連携促進状況を客観的に示す指標であるため

◆2年度は低下したが、ここ数年は若干の上昇がみられる。

区民が良質で適切な医療を受けられるよう、急性期・回復期から在宅医療に至るまでの切れ目のない医療連携
体制を整備していきます。また、在宅医療に関するニーズに応えるため、かかりつけ医を普及し、医療機関及び
介護事業者等との在宅医療・介護連携体制の構築に努めます。
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医師会や医療関係機関を中心に、連携が進んでいると思われる。専門的でセンシティブな課題につい
て、または在宅医療や個々人の健康増進にむけた運動や活動において、コロナ禍を経て定着しつつあ
るオンライン診療やオンライン面談、オンラインイベント等の有効利用やSNS活用については、さらに検
討してほしいと感じた。

概ね妥当であるが、区民との協働やICTの活用については、今後さらなる推進を期待したい。

「生きづらさ」を減らすなど視点は正しいが、自治体ができることを超えた国全体の仕組みや社会全体の
問題でもある。相談対応に当たる区職員や福祉の窓口、民間団体の協力をもとに、より大きな問題をとら
え、改善していく方向が望まれる。

コロナ５類移行に伴い、人々の健康意識、健康づくりのための運動ニーズなどを捉えた事業が展開され
ていると感じた。概ねどの取り組み方針および施策事業なども高水準にあると思われるが、より区民ニー
ズにこたえる施策としては、何が有効か、全体像を見直すことも必要と思われる。

評価対象期間は、主に新型コロナウイルス感染症の対応を余儀なくされたが、区民の命と健康を守り抜
くために、国や都の政策、社会動向なども踏まえつつ、健康部・保健所を中心に区を挙げて取り組んだ
時期であり、そのことに深く敬意を表したい。

自殺対策に関連して、いきづらさの軽減を目標とし、福祉の窓口を含む区の職員への教育を進めてい
る。一般の人への普及啓発や人材育成は今後検討するとのことで、期待したい。

3

急性期・回復期から在宅医療に至るまでの切れ目のない医療連携体制の整備を進めているが、
特に、新型コロナウイルス感染症の対応においては、当該感染症患者を診察・入院受入する医
療機関・薬局の支援を行うことで、区民への医療提供体制の確保に努めている。主要指標であ
るかかりつけ医を持つ区民の割合については目標値達成に向けて一段の取り組みが必要であ
る。

在宅医療促進について何が必要かを把握しつつ、多種間連携研修などの地道な取り組みを続
けている。またこれまでは「医師の個人的な努力により対応してもらっている」として、今年度から
は対応できる医療機関のシステム化を目指すなど一歩一歩課題を解決していく姿勢を評価した
い。

24時間対応の在宅医療の体制構築について、区内の各在宅医療に係る機関と区の医師会、区
が連携しシステム化して体制を構築していくとのことで、適切に施策展開がなされていると感じ
た。コロナ５類移行に伴い、さらに体制構築の迅速化に期待する。

2

がん検診受診対象者全員に受診券を個別送付するとともに、年度途中に受診記録のない人へ
再勧奨のはがきを送付するなど、受診率向上に向けたきめ細やかな取り組みを行っている。

各種がん検診や健康検診をきめ細かく進め、難病の早期発見の取組も行っている。コロナ禍で
中止となっていた難病講演会について今年度の実施が計画されていればなお良かった。特に
申請件数の多いパーキンソン病の知識普及は重要である。

検診受診率は、ターゲットを絞るのではなく、全世帯で上げていきたいとのことだが、全世帯で受
診率をあげるにせよ、さらに詳細な分析をし、きめ細やかなアプローチをすることで、全体として
の受診率が上がるのではないか。
検診機会の拡充について、受診期間の延長と予約システムの導入、区内医療機関による検診
実施と、検診機会が着実に増えている。今後の、より身近な場所での検診場所の確保に期待す
る。
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≪参考≫　外部評価モニターの評価

◆指標については現状値から低下している指標もあるが、施策全体としては近年順調に推移してお
り、施策の進捗状況は概ね順調であると言える。
◆今後も施策が目指す江東区の姿の実現及び指標の向上に向け、下記について着実に取り組む
必要がある。

◆区民が主体的に健康づくりに取り組めるよう、「健康増進計画（第二次）」に基づき、気軽に実践で
きる健康づくりの普及啓発に積極的に取り組むことで、健康寿命の延伸・生活の質の向上を図る。

◆自殺対策について、「江東区自殺対策計画」に基づき、引き続き地域ネットワークの強化及び多
様な相談支援体制の充実を図る。

◆各種がん検診及び健康診査について、受診しやすい健診環境の整備や未受診者への再勧奨の
実施など、引き続き受診率向上に努める。

◆在宅医療に関するニーズに応えるため、多職種の連携に資する会議・研修の実施及び人材育成
研修を実施することで、医療機関・介護事業者等との在宅医療・介護連携体制の構築に努める。

4人 8人 1人 0人 0人 13人

S A B C 無回答 計

概ねどの取り組み方針および施策・事業なども順調に遂行されていると思われる。健康福祉・保険医療
は、専門的な分野で区民個人の命に係わる大切な分野だが、一方で、方法論については、可能な限り
専門分野にこだわらず従来方法を見直すことも有効と思う。そのため、調査したアンケート等はデータを
まとめて終わるだけでなく、施策が浸透するにはどうアプローチしたらよいのか、その糸口を探るデータと
してより分析を深めてほしい。方法論を変えて試行をすることがあってもよいと感じる。

「3 取組方針の実施状況」中、取組方針2の成果と課題に、「4年度よりマイナポータルによるがん検診情報の閲覧を開
始」とあるが、「4年度より区民がマイナポータルで自分のがん検診情報を閲覧できるよう情報を整備した」が正しいので
はないか。日本語としてより正確な記述を求めたい。それと同時に、いま焦点のマイナポータルをめぐり、実際の閲覧件
数の把握や区民によるその評価についても今後、注視していってほしい（マイナポータルの閲覧にはカードリーダーが
必要など条件があり、面倒といえば面倒である）。

健康部・保健所は部長・課長を含めて医師をはじめとする専門職員が多く、これらの高度な専門性と事
務系職員の能力が組み合わさって健康づくりの推進と保健・医療体制の充実に向けた取り組みが展開
されている。ヒアリングを通して区民の命と健康を守り抜くという強い使命感も感じられた。

江東区は他区に比べ国保の加入率が高く、一人あたり医療費が高い、生活習慣病の有症率、罹患率が
高いなど難しい状況にあるにも関わらず、すべての分野できめ細かく課題を把握し、一つ一つ前に進め
ている。健康部長以下、極めて質の高い施策展開ができている。
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◆大規模な食中毒や感染症等の発生の未然防止のため、宿泊施設や飲食施設をはじめとする生活
衛生営業施設への衛生管理の導入に向けた支援を行うとともに、監視指導を実施している。

食品衛生監視指導事業、環境衛生監視指導事業

◆結核の予防とまん延防止を図るため、患者の早期発見のための健康診断の実施、患者支援及び
適正医療の促進に努めている。

結核健診事業、結核DOTS事業

◆全国の結核罹患率は前年より0.9ポイント減少して9.2となり、罹患率10.0未満とする結核低まん延の水準を達成した
が、新登録患者数及び罹患率の減少については新型コロナウイルス感染症の影響も考えられ、今後の動向を注視して
いく必要がある。
◆新型コロナウイルス感染症は、令和5年5月8日以降、感染症法上の位置づけが「5類感染症」になり、医療機関の受診
や陽性者の自宅療養等の対応が変更となった。
◆全国の梅毒の患者が平成26年頃からここ数年で爆発的に急増しており、特に若い女性の増加が見られる。
◆子宮頸がん予防ワクチンについては、平成25年より副反応の症例により積極的勧奨を控えていたが、国の通知により
令和4年から再開。接種対象年齢に加え、積極的勧奨の差し控えにより接種機会を逃した方へ「キャッチアップ接種」の
勧奨も行っている。令和5年4月より新しく9価ワクチンが定期接種に認定され、関心が高まっている。

◆新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、2年度以降、区民の感染予防意識は大幅に向上し
ている。

区民の感染予防意識の向上を示す指標であるため

区民の生命や健康を脅かす感染症に対し、関係機関と連携した迅速で適切な対応により、発生・拡大が防止さ
れています。また、生活衛生の確保が図られ、区民が快適で安全・安心に暮らせる環境が実現されています。
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◆臨海部を中心とした大規模商業施設の開設、イベントの開催等で大勢の来場者がある中、周辺の宿泊施設や飲食施
設への監視指導を徹底する等、関係機関と連携した監視体制の構築と監視指導を実施することで、大規模な食中毒や
感染症等の発生の未然防止に努める。
◆「食品衛生法」が改正され、令和3年6月よりHACCPに沿った衛生管理の実施が義務付けられた。HACCPの円滑な導
入に向け、引き続き技術的支援及び監視指導の実施を徹底することで、食品取扱事業者の資質向上を図る。

生活衛生の安全確保の向上を測る指標であるため

◆不適が確認された施設への衛生指導を徹底することで、低い不適率を維持している。
◆4年度の不適率は0.24％と、昨年度に比べ減少している。事業者がHACCPの考え方を取り入れた
衛生管理を実施することにより、食品の取り扱いが向上した影響と推察される。

感染症や食中毒に対する予防とその被害の拡大防止のため、区民へ知識の普及や情報提供をより一層推進し
ます。また、飲食店や販売店などの食品等事業者に、HACCP に沿った衛生管理の導入に向けた個別相談や技
術的支援を実施するとともに、豊洲市場をはじめとする臨海部の食品営業施設について都との連携を図りなが
ら、立入りによる監視指導を徹底し、食の安全を確保します。さらに、ホテルをはじめとする環境衛生営業施設へ
も立入りし、公衆衛生上講ずべき措置を指導して、環境の安全を確保します。

◆区民に必要な情報をホームページや区報等により迅速かつ正確に発信する。
◆結核罹患者の早期発見による確実な治療の実施や発生時の接触者健診の充実により、引き続き結核罹患率の低下
に取り組む。

◆予防接種（麻しん・風しん）の接種率は、3年度の97.8％より2.2ポイント低下し、目標値を下回った
が、これは、新型コロナウイルス感染症流行に伴い接種を控えたことによる影響等と推察される。

感染症対策の充実を示す指標であるため

感染症対策の充実を示す指標であるため

◆医療機関や高齢者施設に対する啓発活動や接触者健診の適切な実施により、令和3年の結核罹患率
は12.9人と、令和2年の10.6人よりやや増加したものの、目標値をほぼ達成している。

定期予防接種の確実な実施により、感染症の発生・まん延を防止します。また、高齢者や外国人住民の増加など、区を
取り巻く環境を的確に捉え、必要な人に必要な情報が届くよう周知啓発を強化するとともに、発生時対応を迅速に適切
に実施します。特に結核に関しては、啓発の徹底や医療機関での確実な診断、治療薬内服支援や接触者に対する対
応などの保健対策を確実に行います。さらに、新型インフルエンザ等、未知の感染症による健康危機に対応するため、
関係機関との連携を十分に行い、発生時の対応体制をより確実にするとともに、区民への適切な周知や対応訓練の実
施など、対応に万全を期します。
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新型コロナウイルス（様々な株）、ヘルパンギーナ、RSウイルスなどの感染症、アニサキスなどによる食中
毒など新たな疾病の全体を把握したうえで、バランスよく対策をとっている。

結核をはじめ各種感染症への対策、予防接種等が、専門職の職員によって適切に行われていることが十
分に理解できた。一方で、コロナ５類となってマスクを外した生活になり、感染症への免疫が下がった子供
たち若者への普及啓発も、さらに力を入れてほしいと感じた。

世界的なパンデミックに遭遇し、区民の３人に１人が感染するという極めて厳しい状況の中、区民の命と健
康を第一に考え、高い使命感で取り組まれたことに対して心からの敬意を表したい。

2

食品検査における指導基準等不適率は、令和４年度に0.24％と極めて低い水準を実現できてい
る。

臨海部の大規模施設、イベントにおける食中毒の未然防止が適切に行われている。

感染症や食中毒の予防、被害拡大防止のため、生活衛生営業施設への衛生管理の導入支援、
および監視指導が適切になされていると感じた。大規模イベントへの参加事業者へは、事前に指
導を行うことで、適切な衛生確保と監視に至っていると感じた。

1

取組方針１の主な取り組みである結核予防について、令和３年の結核罹患率12.9と目標と12に近
づいている。感染症対策に関しては、当初計画で想定していなかった新型コロナウイルス感染症
の流行により、長期間にわたり過去に例のない対応を余儀なくされたが、健康部・保健所を中心
に、他部署の職員の協力を仰ぎながら江東区全体で取り組んだことを高く評価したい。

新型コロナウイルスの感染拡大により、江東区民の3人に1人が感染し、244人が死亡したという。
怒涛のコロナ対策を経て、結核を含む感染症全体を冷静に俯瞰し、メリハリのついた取り組みが
進められている。

感染症の対策として、結核、梅毒、新型インフルザ等、感染症への対策が十分になされていると
感じた。
結核発症リスクの高い高齢者と外国人を主な施策のアプローチ対象としている点も、結核を取り巻
く区の環境を踏まえた方法論として十分に理解できた。新型インフルエンザの対応行動訓練につ
いても、東京都全体の枠組みの中での取り組みであり、コロナ禍の影響をふまえ、今後また東京
都全体として準備を進めていくという点も十分に理解できた。

◆指標については、目標値をほぼ達成するなど順調に推移しており、施策の進捗状況はおおむね順
調であると言える。

◆結核や梅毒等を予防し、感染症発生時への適切な対応を図るため、引き続き関係機関との連携を
強化していく。
◆今後も引き続き国や都及び医療機関と連携し、情報を的確に把握することで適切な体制づくりを行
うとともに、区報やホームページ等による迅速かつ正確な情報提供や感染症予防策に関する知識の
普及啓発に取り組む。
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≪参考≫　外部評価モニターの評価

◆指標については現状値から低下している指標もあるが、施策全体としては近年順調に推移してお
り、施策の進捗状況は概ね順調であると言える。
◆今後も施策が目指す江東区の姿の実現及び指標の向上に向け、下記について着実に取り組む必
要がある。

◆新型コロナウイルス感染症の5類感染症移行後においても、引き続き感染症対策の普及啓発を着
実に実施し、区民の感染症予防意識の維持・向上に努める。

◆引き続き国や都及び医療機関の動向を注視し、適切な体制づくりを行うとともに、各関係機関と連
携し、情報を的確に把握することで、全ての区民に対し、区公式SNSや区報等を使った迅速かつ正確
な情報を提供する。

◆臨海部を中心とした大規模商業施設等による観光振興を踏まえ、引き続き感染症予防策の徹底や
宿泊施設等、生活環境衛生の確保に取り組む。

6人 6人 1人 0人 0人 13人

・ヒアリングの最後に新型コロナウイルス感染症への対応を振り返ってもらったが、北村部長の「生まれてから亡くなるまで
52万区民の命と健康を守るのが使命」との趣旨の発言は区民である外部評価モニターの心に深く響いたはずである。こ
の世界的パンデミックに不眠不休で取り組んだ保健所をはじめとする関係者の皆さんに改めて深く敬意を表したい。
・健康部の約200人の半数以上が医師、看護師などの専門職であり、事務系職員と協力して「52万区民の命を守ってい
る」という北村淳子部長の説明を心強く聞いた。医療や福祉分野の素人であり、時に理解が及ばないまま不適切な行動
をとることがある一般の住民に対して一層の発信、啓発をお願いしたい。

S A B C 無回答 計

人獣共通感染症など新手の感染症の脅威に対し、総力を挙げた取り組みがされていることを評価したい。

多くの感染症への対策や生活衛生の確保のために、専門家職員を中心とした区の取り組みが充実してい
ることがわかった。今回の外部評価委員会での質疑も、わかりやすい説明と真摯な回答で有意義なディス
カッションができたと思う。
コロナ禍を経て、一般の人の感染症への関心・知識は高まり、衛生習慣は定着した面もあるが、様々なリ
スクは多く、区の果たす役割は依然として大きい。区の取り組み姿勢や考えが区民に伝わることで、さらに
区民の安心感が増すと思われるため、事業内容に関する普及啓発にのみならず、区の姿勢をぜひ絶え
ず区民にみせてほしいと感じた。

ヒアリングの最後に新型コロナウイルス対応について振り返ってもらったが、健康部長の「52万区民の命と
健康を守る」という高い使命感に基づく強いメッセージが外部評価モニターの皆さんにも伝わったと思う。

新型コロナウイルス感染症が「5類」に移行したことにより、罹患者の行動を行政が規制、指導したり、検査
を奨励したりすることができなくなった。しかし、ウィズコロナ時代には、個々人、職場、企業の危機管理担
当者の適切な対応が不可欠。罹患者はむやみに出歩かない、なるべく人と接触しない、は基本で、専門
家による講演や呼びかけなど、区としてできることはあるはずだ。知識の普及、啓発は引き続き進めてほし
い。

極めて高度な専門領域であることから、協働の対象が限られる場合もあるかもしれないが、区民への施策
の浸透のためには、区民により近い機関、団体との協働や、区民の生活により近い各場面での普及啓発
活動があるとよいと感じた。専門家職員の話を聞くことは、啓発として大変有効と感じたため、時には現場
を離れ学校や各種イベント会場での学習会等を企画し、区民や子供たちが直接区の職員の話を聞く機
会があってもよいと感じた。

新型コロナウイルス対応という非常時対応が３年を超えて続く中、協働・SDGs・ICT等の視点で計画推進
できたか否かを評価することは困難だが、コロナ対応の中で、協働やSDGsが掲げる「誰一人取り残さな
い」の考えが貫かれていたものと考える。
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高齢者が年齢にかかわらず、生き生きと活躍できる社会が実現されています。あわせて、医療、介護、介護予防、
住まい、生活支援が包括的に確保され、高齢者が住み慣れた地域で自分らしく生活できる環境が整っています。

高齢者が生き生きと活躍できる社会の実現につながる指標であるため

◆生きがいや幸せを感じている高齢者の割合は、3年度に比べ5ポイントの増であった。新型コロナウ
イルス感染症の影響が緩和してきたこと（地域活動の再開）などが要因と考えられるが、目標値の達成
に向け、引き続き、地域活動支援や健康づくり・介護予防の施策を展開していく。

◆シルバー人材センターや社会福祉協議会と連携し、社会参加の意欲がある高齢者に就労やボラン
ティア活動への機会を提供している。
◆高齢者施設等の利用を通じ、生きがいづくりや仲間づくりを促進している。
◆老人クラブ活動支援等により地域活動の担い手として活躍の場を提供する。

児童・高齢者総合施設管理運営事業、福祉会館管理運営事業、シニア世代地域活動あと押し事業、
老人クラブ支援事業

◆令和7年にはいわゆる団塊の世代が全て75歳以上の後期高齢者となり、国の推計では、令和22年に高齢者人口が
ピークを迎える一方、生産年齢人口は急減することが見込まれている。
◆国では平成27年に地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実、平成30年は自立支援・重度化防止
に向けて取り組む仕組みの制度化、令和3年には市町村の包括的な支援体制の構築の支援を整備した。
◆国の認知症施策推進大綱では、「共生」と「予防」の推進を求めており、認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく
暮らし続けられる地域を目指し、5つの柱に沿って取り組みを行っている。

◆5年度は次期「江東区高齢者地域包括ケア計画」の策定年度であり、地域包括ケアシステムの構築
を推進するとともに、その中核機関となる地域包括支援センター（長寿サポートセンター）の認知度向
上や機能強化、認知症施策の推進、介護予防の推進等を図ることで、複雑化・多様化する課題に対
し適切に対応していく。

高齢者保健福祉計画進行管理事業、地域包括支援センター運営事業、地域リハビリテーション活動
支援事業、一般介護予防教室事業、認知症高齢者支援事業、地域介護予防活動支援事業

◆介護が必要になっても住み慣れた地域で暮らせるよう、特別養護老人ホームや認知症高齢者グ
ループホームを整備する。とりわけ、都有地を活用した区内16番目の特別養護老人ホーム及び併設
施設（ショートステイ、介護専用型ケアハウス、都市型軽費老人ホーム）の整備を着実に推進する。

特別養護老人ホーム等（第16特養）整備事業、認知症高齢者グループホーム整備事業
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高齢者を福祉の対象と固定的に捉えるのではなく、社会参加の意欲がある高齢者が、その能力を十分に発揮できるよ
うにしていきます。そのため、ハローワークとの連携強化やシルバー人材センターの機能強化により一人一人の状況に
合わせた就業機会の提供や、ボランティア活動の支援など、それぞれのニーズに応じて高齢者が生きがいを持って活
躍できる場を創出していきます。あわせて、老人クラブや高齢者施設、社会福祉協議会などの活動を支援し、高齢者が
住み慣れた地域で趣味や生涯学習、地域活動などを通じて、自分らしく生き生きと暮らしていける環境づくりを進めま
す。

高齢者の活躍の場づくりや地域活動の促進につながる指標であるため

◆65歳以上の区民のうち、「地域活動及び就労している」は29.3％となり2年連続減少しており、新型コロナ
ウイルス感染症の影響による高齢者の就労意欲の低下と就業機会の減少が要因のひとつと考えられる。

◆4年度はシルバー人材センターの契約実績及び会員数共に微増。引き続き、高齢者の就労支援を継続する。
◆4年度は高齢者施設の利用者数が回復するなか、介護予防体操等ニーズに応じた事業展開により健康づくり等を支援した。
コロナ禍で停滞していた社会経済活動の正常化に向けた進展と合わせて、高齢者の社会参加意欲を高めていく必要がある。

地域包括支援センター(長寿サポートセンター)を地域包括ケアシステムの中核的な機関とし、相談・支援体制の強化と
介護予防及び認知症予防を推進し、併せて認知症高齢者やその家族を支える地域づくりや早期診断・対応の体制整
備を推進します。また、在宅療養を円滑に行うための医療・介護連携体制の構築を促進します。さらに、日常生活の中
で必要となる様々な生活支援サービスの充実を図るとともに、地域包括支援センターを広く周知し、高齢者自身が可能
な限り自立しながら生活できるようサポートします。

地域包括支援センター（長寿サポートセンター）の認知度を客観的に測る指標であるため

◆周知活動を行っているにもかかわらず、4年度は昨年度から微減となった。引き続き区民へ活動内
容等の周知を図るとともに、新たな認知度向上の取り組みについても検討する。

介護予防に不可欠な日常生活中の自主的な取組みの浸透度を客観的に測る指標であるため

◆活動を自粛していた団体がグループ活動を再開し、7団体が新規に登録し参加者数が増加した
が、依然として新型コロナウイルス感染症の影響により新規団体の創設が難しい状況である。

地域の見守り体制の構築につながる指標であるため

◆区主催の区民向け認知症サポーター養成講座を定期開催し、夜間開催、オンライン開催といった
多様な開催形態を試みたことにより受講者が増加した。

◆4年度は長寿サポートセンターの周知啓発として区報2月21日号に長寿サポートセンター特集記事を掲載した。「江東
区版地域包括ケアシステム」の構築に向けて、地域ケア会議で共有された課題を施策に反映させていく必要がある。
◆KOTO活き粋体操を実施する自主団体の立ち上げ支援等を実施。4年度は新規グループの立ち上りが増えたが支援
期間が終了するグループへのその後の支援が課題となっており、長期的な支援方法について検討していく。
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「高齢者地域包括ケア計画」に基づき、特別養護老人ホームや認知症グループホーム等の整備を推進し、特別
養護老人ホーム等の入所待機者を減らすとともに、在宅での介護サービスの適切な利用により、本人の状況に応
じて高齢者が望む場所で生活できるようにします。また、老朽化した介護施設の改修・改築等にあたっては、事業
者に対して必要な支援を行っていきます。

待機者数の減は、高齢者の生活の場の安定的確保につながる指標であるため

◆特別養護老人ホームの待機者数について、一年以上待機している方の人数は4年度と比べ120名
程度減となっている。これは、施設の移転改築に伴う増床が要因の一つと考えられる。

◆特別養護老人ホームについては15施設1,566床、認知症高齢者グループホームについては22施設423床を区内に整
備済みであり、現在、都有地を活用して区内16番目の特別養護老人ホームを整備中である。引き続き整備を推進し、待
機状況の改善を図る。
◆高齢者施設福祉サービス第三者評価については、区の補助対象となっている施設の約8割が受審した。引き続き、区
民に対してパンフレットやホームページによる情報提供を行い、質の高い福祉サービスを区民が利用できるよう努めてい
く必要がある。

◆指標については新型コロナウイルス感染症の影響を受けた項目がある。今後も区が目指す将来像
の実現及び指標の向上に向け、下記について着実に取り組む必要がある。

◆高齢者のニーズに応じた就労支援や地域福祉の担い手として活躍できる体制の構築を図り、その
機会の提供に努める。また、既存の活動についても、活性化の支援を図る。
◆地域における地域包括ケアシステムの構築を支援するとともに、中核機関となる地域包括支援セン
ターの認知度向上や機能向上を図ることで、複雑化・多様化する課題に対し適切に対応していく。
◆高齢者福祉施設の整備について公有地も活用しながら計画的に推進し、待機状況の改善を図る。

1

人生100年時代の到来、65歳定年の勧奨といった社会動向もあって、健康であれば働きたいと考
える高齢者が増加している。このような状況下において、地域活動や就労している高齢者の割合
が30％を切っているのは、どのような地域活動があり、どのように参加すればいいのかが分からな
いことも要因の一つと思われる。各事業の立上げ・後押しといった支援はなされているのであるか
ら、参加行動を惹起させるためには、広報の仕方などにもう少し工夫をすることが求められる。

コロナの影響により指標である地域活動や就労をしている高齢者の割合は現状値（元年度）を下
回っている。コロナで高齢者が外出しなくなったことは致し方ないことであるが、これからどう回復さ
せていくかが重要と思われる。
地域活動への参加については、待ちの姿勢ではなく、今後インターネットやＳＮＳを利用した情報
提供を行うなど、地域活動に関心のある方が参加しやすくなる取り組みを期待したい。

目標値が令和6年度55％であるのに対し、２年前となる令和４年度においてなお29％であり、この
ままでは達成が厳しい。
説明で「コロナ禍で停滞していた社会経済活動の正常化に向けた進展と併せて高齢者の社会参
加意欲を高めていく必要がある」としているが、意欲を高めると言っても、現実には長期計画アン
ケートにある通り「家族や健康の状態のためやりたくてもやれない人」が多く、この状況に向き合っ
た対策を講じていかないと、数値は改善しないと考える。身近な範囲における活動へのお誘い
や、活動拠点へのアクセスの改善なども含めて施策の内容を検討していただきたい。
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2

高齢者支援において、地域包括ケアシステムの強化は重要な課題の一つである。中核を担う地域
包括支援センターの認知度については、区民の30％以上といった目標値を掲げているが、50％
以上を施策達成目標とし、実現を目指していくことが必要である。また、そのための取り組みとし
て、地域福祉コーディネーターの増員、認知症サポーター養成の強化などがあるが、それらがケ
アシステム中にどのように位置づけられ、どのような機能・役割を果たすのかなどを具体化すること
で活用頻度の向上に繋がるものと思われる。

高齢者地域包括ケア計画に基づき、さまざまな事業が提供され、目標値と実績値を比較分析した
うえで改善点等を明らかにし取り組んでいることについて評価したい。長寿サポートセンターの認
知度向上という課題はあるが、高齢者の孤立化への対策として地域福祉コーディネーターを配置
し、相談を受け問題解決の方法を探っていく活動がされているなど、きめ細かな取り組みがされて
おり、孤立化対策を今後も推進していただきたい。

地域包括支援センターの認知度については、目標値自体が30％と低めに設定していることに加
え、25％の認知度で頭打ちになっている。せめて介護保険料を負担する40歳以上の人々には全
員知っていただくくらいの意気込みが必要ではないか。また地域の介護予防活動グループへの
参加者数については、7団体が新規に登録し人数は伸びたというプラスの側面もあるので、その理
由を分析し、今後に生かせばよいのではないか。
認知症サポーターは、参加条件の「ゆるさ」がよい方向に作用して広がりをもちつつあるとの説明
であり、その通りと思うので、今後さらに進めていただきたい。

3

「高齢者地域包括ケア計画」に基づき、特別養護老人ホームや認知症グループホームの整備を
推進していることに対して、一定の評価をすることができる。特別養護老人ホームについては、待
機者数の減少が見られるが、依然400人ほどの待機者がおり、施設の増設・増床が期待されるが、
用地確保が課題である。高齢者の生活の場を安定的に確保するために、公有地の積極的活用の
ほか、空き家の利活用など、新たな取り組みを検討することが求められる。

高齢化社会が更に進んでいく中で、特別養護老人ホーム、グループホームの整備を推進していく
ことが必要であり、特別養護老人ホームの移転改築による増床を行い、現在新規に整備を行って
いる。しかし、待機者が400人発生しており、更なる施設整備が待たれる。整備には用地が必要で
あり、適する用地を見つけることは容易ではないとのことであるが、他の自治体の取り組みなども参
考にして、推進していただきたい。

現状においては、待機者数は減少しつつあり、施設の増床など対策が効果を挙げている。また亀
戸の都有地を活用した特養の整備などについても評価できる。
質の確保については、高齢者施設福祉サービス第三者評価を受ける施設が8割に達しているなど
評価できる。
さらなる待機者数の減少に向けて、さらに積極的な施策の推進が望まれる。

長寿サポートセンターを中心として、高齢者やその家族のニーズに応じた取り組み、事業を展開してい
る。令和7年度の地域包括ケアシステムの完成に向けて評価、見直しを行い、支援体制を構築していただ
きたい。
また現状、介護施設の職員は重労働、人手不足の状態にあると思われ、労働環境の改善がされ人手不
足対策となるような支援も行っていっていただきたい。

高齢化・単身世帯の増加は予想を超えたスピードで進んでいる。家族や近隣同士の扶助機能が期待でき
なくなっている現状において、地域福祉の基本的な考えや、いざというときの窓口の利用方法も含めて、
若い世代にも普段から知っていただくことは極めて重要である。江東区報は基本的な媒体で極めて重要
であるが、回数や紙面の構成、内容について工夫の余地があるのではないか。また、特に新聞購読者数
が減少している現在、新聞折り込みという方法だけでは、区民には届ききれない状況になっていると考え
る。紙からテレビ、テレビからネットというメディアの移行についても留意した広報の手段を検討すべきであ
る。

高齢者の多くは、「健康に暮らしたい」、「健康なうちは働きたい、社会貢献したい」といった考えを持って
いると思われる。人生100年のライフスタイルを見据えて、基本的なサポートと新たな取組方針が検討され
ていくことが必要である。従来の考えでは、高齢者を「リタイア」として捉え、要支援的な取り組みが中心に
置かれる傾向にあったが、少子化、人口減少、労働力不足の社会状況のもとでは、高齢者を重要な共同
体メンバーとし、施策のあり方を総合的に見直すことも必要である。
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≪参考≫　外部評価モニターの評価

今後の方向性に記載されている課題認識は適切であり、複雑化、多様化する課題への対応を期待した
い。
一方でICTという観点から考えると、将来的にはインターネットを利用した情報提供やオンラインでの交
流、介護予防運動などがあってもいいのではないか。高齢者はネットを利用しないということを前提として
考えることも必要ではあるが、スマホ等でネットを利用することが当たり前の高齢者も増えてくると思うので、
検討していっていただきたい。

「高齢者地域包括ケア計画」推進のために、民間団体や地域代表などを含む各種の会議体を設置し、そ
れぞれの分野における役割を担っていただき事業推進の力となっていただいている。今回の評価の指標
は全体のなかの限られた部分であり、介護保険によるサービス提供や、介護予防となる多様な事業の推
進をはじめとする数多くの事務事業については概ね順調に進められているものと評価できる。

「KOTO活き粋体操」などの自主団体の立上げ支援を行い、支援期間経過後は打ち切るといった仕組
は、団体の自主・独立性を尊重し、行政の関与を減らす意図だと思われるが、協働・持続可能性の観点か
らは、最低限の支援の実施を検討すべきである。また、高齢者への情報伝達・広報活動については、アナ
ログが優先されがちであるが、デジタル・リテラシーの高い高齢者や関心のある高齢者には、行政、民間
が協働してサポートすることで高齢者の社会進出に繋がるものと考えられる。

特別養護老人ホームの待機者が発生しており、今後計画的に推進し待機状況の改善を図っていくとのこ
とであり、大きな課題はあるが、施策全体としては地域包括ケア計画に基づき適切に展開されていると評
価した。超高齢化社会に向けて、孤立問題への対応などがますます重要になり、問題も複雑化していくと
思うが、一つ一つの取り組みを着実に実施していっていただきたい。

コロナ禍のなかにおいての事業推進は、区、民間事業者、医療福祉関連の従事者、そして社会福祉協議
会などの関連団体や、地域の方々などの支えがあったからこそ持続できたと考えられる。
一方、高齢化や単身世帯の増加のスピードに対応するためには先々をにらんだ施策展開が必須である。
たとえば高齢者福祉施設の整備についても、「空いた土地の活用」から一歩踏み込んで、大規模再開発
の「まちづくり方針」に予めしっかりと明示しておくなどの手段を講じておくなど計画的な取り組みが一層求
められる。

高齢者支援においては、様々な支援が考えられる。ソフトの面からはケアシステムの拡充などがあり、ハー
ドの面では老人ホームなどの住居対策が考えられる。また、年齢や健康状態、家族構成等といった異なる
環境に応じて適切な取り組みを講じなければならないが、その点については、過不足なく網羅的に取り組
みが展開されていると思われる。高齢者を社会的弱者として位置づけるのではなく、社会を担う重要な構
成員として、取り組む側の主体となることも視野に入れていくことが求められる。

・取組方針の指標として掲げられている事項については、達成が危ぶまれたり、あるいは課題解決のための方法につい
て具体化が進んでいないように見受けられるものがある。自ら主要な指標として掲げているのだから、その達成には全力
を挙げてほしい。一方、福祉はサービスが基本であり、その質の評価などについては指標化されていない。多様多数で
総合化は難しいとは思うが、そうした面からのアプローチのほうがわかりやすいのではないか。

S A B C 無回答 計

◆指標については現状値から低下している指標もあるが、施策全体としては近年順調に推移してお
り、施策の進捗状況は概ね順調であると言える。
◆今後も施策が目指す江東区の姿の実現及び指標の向上に向け、下記について着実に取り組む必
要がある。

◆高齢者が地域福祉の重要な担い手として活躍できるよう、既存活動の支援等を継続するとともに、
周知も含め身近な地域活動への参加行動を促す取り組みを進める。

◆若い世代から高齢者まで事業目的や効果を多角的に情報発信するなど、中核機関となる地域包
括支援センターの機能や役割の理解を深め認知度向上を図る。

◆地域包括ケアシステムの構築に向け、区民・関係機関・区等が連携し「江東区高齢者地域包括ケ
ア計画」に掲げる取り組みを着実に進め、複雑化・多様化する課題に対し適切に対応していく。

◆高齢者福祉施設の整備について、公有地も活用しながら計画的に整備を推進し、待機状況の改善
を図る。

1人 11人 3人 0人 0人 15人
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障害のある人もない人も、ともに支えあい、自己の意思決定に基づいて、地域で安心して暮らすことのできる共
生社会が実現しています。

共生社会の実現に向けた区の取り組みに対する効果の客観的な指標であるため。

◆東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会をうけて、2年度より、障害者への理解促進・啓発事
業を強化したことから、3年度の指標値は増加したが、その後はほぼ横ばいで約4人に1人の割合で
ある。目標の3人に1人に到達するよう、障害者が社会参加しやすい環境の整備や、区民の障害へ
の理解促進に向けた啓発事業を引き続き進めていく必要がある。

◆医療的ケア児の支援に関するガイドブックについて、関係機関等からの意見をふまえ、新たに作
成するほか、失語症者の社会参加促進のため、意思疎通支援者の派遣を開始する。また、学識経
験者や区民等で構成する障害者計画推進協議会を運営し、障害者実態調査結果を分析の上、次
期障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画を策定する。

医療的ケア児等支援事業、障害者意思疎通支援事業、障害者計画進行管理事業

◆全国の障害者数は精神障害者を中心に増加傾向にあり、また医療技術の向上を背景に、日常生活に医療を必要と
する医療的ケア児も増加している。
◆障害者や介護者の高齢化が進み、「親亡き後」を見据えた支援体制の強化や、障害者が安心して暮らせる地域生活
支援拠点等の構築が求められている。
◆令和3年5月に障害者差別解消法（令和6年4月1日施行）が改正され、事業者による障害のある人への合理的配慮の
提供が義務化される。
◆障害者雇用促進法に基づいた民間企業の法定雇用率は、現行の2.3％から令和6年4月に2.5％、令和8年7月に
2.7％へと段階的に引き上げられ、令和6年4月からは、短時間労働者（週所定労働時間10時間以上20時間未満）につ
いても雇用算定の対象とされる。

◆老朽化が進んだ塩浜福祉プラザ及び障害者福祉センターの改修を行うとともに、亀戸第二児童
館跡地にこども発達扇橋センターを移転し、定員の拡大及び療育環境の改善を図る。
◆重度障害者対応グループホームの整備に向け、整備地や運営法人の確保を進めていく。

塩浜福祉プラザ改修事業、障害者福祉センター改修事業、障害児（者）通所支援施設管理運営事
業
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◆通所支援施設やグループホームの整備は一定程度進んでいるものの、重度障害者対応のグループホームについて
は民間事業者による整備が難しいため進んでいない。整備地や運営法人を確保し、整備を進めるとともに、区立施設
の大規模改修を着実に進めていく。
◆障害福祉計画において、5年度までに設置としていた基幹相談談支援センターは、こども発達扇橋センターの移転
後、整備し、7年度設置することとした。今後、基幹相談支援センターの設置等により、障害者の地域での生活を支援す
る地域生活支援拠点等を整備し、障害者が地域で安心して暮らすことのできるサービス提供体制の構築を目指す。

グループホームでの生活を必要とする障害者の方が入所できていることを示す指標であるため

◆民間事業者によるグループホームの整備が進んだことにより、目標値とした定員数を達成した。

障害の重度化・障害者や介護者の高齢化による「親亡き後」を見据えるとともに、利用者ニーズを踏まえて、相談、緊
急時の受入れ・対応、体験の機会・場の提供、専門的人材の確保・養成、地域の体制づくりの機能を持つ地域生活
支援拠点等の整備を進めます。また、老朽化した区立施設については計画的かつ効率的に改修・改築を実施しま
す。さらに、こどもの抱える課題や特性に早期に気付き、発達に心配のあるこどもやその家族が早期に適切な支援を
受けることができるよう、通所支援施設等の整備を推進します。こうした障害者施設の整備・充実により、こどもから大
人まで障害特性を踏まえ、ライフステージに合わせた適切な支援を提供し、障害者一人一人が望む地域生活の実現
に向けて、地域で支える仕組みづくりを進めます。

◆リーフレットや区報掲載、イベントなどを通じた障害者への理解促進は概ね順調に達成できている。引き続き様々な
機会を捉え、理解促進に努めていくとともに、障害者が障害福祉サービス等を利用し、住み慣れた地域で生活できるよ
う支援を行っていく。
◆就労・生活支援センターを中心に、医療機関、保健所、ハローワーク等の関係機関と連携し、障害者の就労に向け
た支援と就労定着支援を着実に進めることができた。引き続き関係機関と連携するとともに、企業における雇用環境改
善への取組みを支援していく。

障害者の自立・社会参加促進のための活動を定量的に測る指標であるため

◆新型コロナウイルス感染症による雇用情勢への影響があったものの法定雇用率達成に向けた企業意
識の高まりに対応してきたことにより、目標値達成に向け堅調な伸びで推移している。

障害者が地域で安心して心豊かに暮らすためには、障害への理解が社会全体に広がることが不可欠です。そのため、イン
クルーシブ教育システムの充実や障害への理解促進のための講座の開催等福祉教育を推進するとともに、こどもから大人
まで全世代への啓発・広報活動の充実など、障害への理解を深める取り組みを進めることにより、心のバリアフリーを育てま
す。また、通所支援・就労支援等を通じて障害者の自立を支援するとともに、移動支援等による社会参加を促進するほか、
保健・児童福祉等関連部署や事業所との連携を強化し、情報や課題の共有を行い、適切に福祉サービスを提供できる地
域の体制を構築します。これらの取り組みにより、障害のある人もない人もともに支えあい、全ての区民が、互いに人格や個
性を尊重しながら、地域で安心して暮らすことのできる共生社会の実現を目指します。
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◆区の取り組みは概ね順調に推移しているが、重度障害者対応のグループホームの整備について
は、進捗が遅れている。引き続き、多様化・複雑化する障害者ニーズを的確に捉えていく必要があ
る。

◆区民ニーズに応じ、計画的に事業を推進していくとともに、新たなニーズにも適切に対応できる障
害者支援体制の充実を図っていく。
◆塩浜福祉プラザ及び障害者福祉センターの大規模改修を実施するほか、グループホーム整備に
ついても関係各所と調整を進め、地域で安心して暮らすことのできるサービス提供体制を構築する。
◆学校等でのインクルーシブ教育や障害理解への啓発により、区民の心のバリアフリーを育て、共
生社会の実現に向けた障害理解促進に取り組んでいく。

1

医療的ケア児童支援、障害者意思疎通支援では、支援内容の充実、拡大を図っていることが認
められる。障害者の実態調査を踏まえ、障害者計画の策定を講じることについても、一定の評価
ができる。就労・生活支援センターを通じて一般就労した人数は堅調に伸びているが、伸び率は
減少傾向にある。要支援者の数が着実に減少しているのであればいいが、取り組みの存在や利
用方法の不知などによって要支援者が取り残されないよう、積極的なサービス提供が実現できる
組織・運営が必要である。

待機者が発生しており、所管課としては、施設、特に重度障害者対応のグループホームの整備
は喫緊の課題と捉えている。しかし、進捗が遅れており、早急に計画が策定されることを希望す
る。
また、基幹相談支援センターの設置は7年度に延期となったが、23区では既に設置を終えた区
がほとんどであり、設置が遅れていることを残念に感じた。

指標だけをみれば確かに達成されているが、利用を希望しながら叶わない人々の数が把握され
ていないことについては、その把握に向けて今後工夫を行うべきである。また、外部委員とのやり
とりのなかで、区外や都外のグループホームに滞在する障がい者の方々が一定数存在すること
がわかった。身近な地域で住み暮らせることが障がい者福祉の基礎であるので、定員数が増加
していることは評価できる一方、こうしたことを課題として受け止めて解決のための手段を積極的
に講じていくことが必要なのではないか。会議の場でも提案したが、空き家の活用や、公営住宅
の活用などの方法についても、今一度検討してほしい。

障害者計画、障害福祉計画等に基づき、さまざまな事業が行われているが、年度評価、分析を
適切に行い、改善点などを明確にする必要があると感じた。
また、障害者への理解促進については、関連指標がないため評価が難しい。「概ね順調に達成
できている」とあるが、事業を計画どおり行い反応がよかったから区民全体の理解が進んだ、とい
う結論には必ずしもならないのではないか。理解促進については、子供の頃の経験が非常に重
要と思われ、インクルーシブ教育の推進については評価したい。

就労が進んで目標値に近づいていることは、就労支援センターや医療機関、保健所、ハロー
ワークの連携によるものであり、また企業側の理解が進んでいるためだと評価できる。
ただし「成果と課題」に「障がい者への理解促進は概ね順調に達成できている」としてあるが代表
指標の「障がい者が社会参加しやすいまちだと思う区民の割合」は25％にとどまっているなど、
必ずしもそうとは考えられない面もある。雇用にしても、施設整備にしても、教育の場面にしても、
障がい者に対する理解はその基盤となることであり、理解を広げ深めていただくための方法には
一段の工夫が望まれる。特に広報手段については、内容の充実と強化が必要である。

2

障害者グループホームについては、民間事業者による整備が進められ、一定の結果を得てい
る。ただし、重度障害者のグループホームでは、民間事業者による整備が難しいことから進んで
いない状況にある。行政としては、整備地の確保に向けた積極的活動や区立施設の拡充を図る
ための大規模改修を早期に実現することが求められる。基幹相談支援センターの設置において
は、地域生活支援拠点ごとのサービス提供の充実が前提であり、併せてネットワークの構築も検
討する必要がある。
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障害者の親からの親亡き後の入居施設の整備を、という話は切実なものであると感じた。所管課もその
思い、希望を十分認識し、施設整備をできるだけ早く目指していく意欲は感じたが、実際の整備の進捗
は厳しい状況である。
また、計画に基づいてさまざまな事業があるが、利用者のニーズに合っているのか年度評価を通して検
証していただき、改善が必要なものについては改善していっていただきたい。

総体としては、計画に基づき、区民ニーズにこたえて課題に取り組みながら多岐にわたる事業を誠実に
推進していると評価できるため、評価としては「概ね展開している」とする。
一方、２０２０オリンピック・パラリンピック大会以降、障がい者の社会参加やそれに対する理解は横ばいと
なっていると分析し、社会参加の環境整備と区民の理解促進を進めていく必要があるとしているが、具
体的な内容がややはっきりとしなかった。

障害者は、当然、居住する地域、自治体（区）での生活支援を受けたいと考えることが前提とされてい
る。支援体制の調査等を通じて不十分な点を確認し、修正を講じる必要性については、自覚を持って対
応していると思われる。ダイバーシティ、ノーマライゼーションの醸成を図るための教育の実践、社会シス
テムとしての法制度（障害者雇用促進法、障害者差別解消法）を前提とした取り組みの強化といった認
識は充分になされているので、具体的な仕組の展開状況や効果の検証に重点を置くことが求められる。

今後の方向性としては、グループホーム整備について調整を進める方向性は妥当と考えるが、問題はど
のようにできるだけ早急に整備していくかであると思われる。
障害理解には、子供の頃からの教育が重要であると思われ、学校等でのインクルーシブ教育など障害
理解への啓発を行っていくことに、今後も力を入れていっていただきたい。

事業全体の枠組みについては、関係団体や地域の人々、民間事業者の方々などとしっかりと協力しな
がら維持し、努力を積み重ねてきていることが認められるためA評価とする。
一方で、施設整備のための用地や空間の確保のために、都市計画的な手法や、あるいは住宅政策との
連携など、区役所内部や東京都、URなどとの連携をもっと積極的に行うべきとの問題提起を改めて記さ
せていただく。

障害者支援では、障害者に対してのサポート体制を検討することが通例であり、体制の側の役割が意識
される。このような意識からすれば、各種取り組みについては、少なからず妥当性を認めることができる。
一方、障害者は「障害」という個性を有する共同体メンバーであることから、障害者という点に焦点を当て
過ぎることなく、誰もが住みやすい、暮らしやすい環境を整えることが究極の取り組みになると思われる。
個別の取り組みが社会全体の幸福度を高めているかなど、総合的に検討することも必要である。

課題把握はできていると思うが、どう実績に結びつけていくかについて、全体的に不足しているという印
象を受けた。施設を整備することが容易ではないことは承知しているが、重度障害者のグループホーム
整備は喫緊の課題とのことであり、できるだけ早く道筋をつけられるように期待したい。
施策全体として、今後年度評価を充実させ、要改善点をタイムリーに事業に反映していけるよう体制を構
築していっていただきたい。

設定された指標は全体の事務事業の一部であるとともに、各取組方針との整合性が今一つ明確でない
面もあるが、全体としては努力の積み重ねのうえに事務事業を進めている。
しかし広報活動や施設の整備など今回議論をさせていただいた箇所については、目標の設定の意味
や、目標に反映しきれないリアルな課題について分析を深めてスピード感をもって対応していただくこと
を望む。

「障害者が社会参加しやすいまちだと思う区民の割合」の目標値が33％となっているが、障害者本人や
家族・関係者に障害者がいるかなど、回答にはかなりの差異が考えられる。しかしながら、少なくとも
50％（2人に1人）は肯定的な意見を持ってほしいところである。そのためには、障害者が参加しやすいま
ちづくりに止まらず、障害者が自然に社会参加しているまちづくりといった観点から取り組みを評価でき
るようにすれば、障害者以外の人も客観的に評価しやすくなると思われる。取り組みの視点を一般的な
ものにすることを考えてみる必要もある。
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≪参考≫　外部評価モニターの評価

・事業を着実に進められていることはとても大切であり、区職員の方々の誠実さを感じる。一方で、難しいとされている課
題の解決には、これまでなかった、あるいは用いてこなかった行政手法の創造と実施が求められている。従来の枠組み
を越えた取り組みにトライしていただくことを望む。
・あと１点、「障害者」の表記については、後期長期計画策定に際して、見直しも含めた議論を行っていただければと思
う。ここではその問題提起の意味をこめて「障がい者」と記載させていただいた。

S A B C 無回答 計

◆指標については順調に推移しており、施策の進捗状況は概ね順調であると言える。
◆今後も施策が目指す江東区の姿の実現に向け、下記について着実に取り組む必要がある。

◆障害者に対する理解を広げ深めるための広報手段について、内容の充実と強化を図る。

◆障害者の社会参加の環境整備を積極的に推進する。

◆地域生活支援拠点等の整備にあたり、障害者の個々の状況に応じて適切なサービスの提供を前
提とし、地域ネットワークの構築について具体的な検討を進める。

◆積極的に庁内検討や他団体との連携を行い、重度障害者のグループホーム整備を目指す。

3人 7人 5人 0人 0人 15人
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◆生活保護受給者の日常生活、社会生活及び経済生活の自立助長を図るため、個々の生活面や就
労面でのニーズに沿った細やかな支援を実施する。

生活保護事務、生活困窮者自立相談等支援事業、就労促進事業、生活自立支援事業

◆判断能力が不十分な方の福祉サービス利用支援や日常生活自立支援、成年後見制度の利用支
援等を行い、成年後見人の育成やサポートを行う成年後見制度推進機関である権利擁護センター
「あんしん江東」及び専門的見地からの解決や福祉サービス向上を目的とした委員会の運営を行う。

権利擁護推進事業、高齢者区長申立支援事業、精神障害者区長申立支援事業、心身障害者区長
申立支援事業

◆相談・面接会の実施等による福祉人材の確保、事業所職員を対象とした研修の実施等による質の
向上に取り組んでいる。5年度は、新たに介護福祉士資格取得費用助成、介護職員宿舎借り上げ支
援を実施する。

介護従事者確保支援事業

◆「地域福祉計画」に掲げる地域・行政・地域と行政の3つのつながりづくりを進め、包括的な支援体
制の構築に取り組んでいる。また、高齢者の孤独死や社会的孤立を未然に防ぐため、社会福祉協議
会と連携し、活動プログラムを通して地域による見守り活動を支援している。

地域福祉計画進行管理事業、高齢者地域見守り支援事業、社会福祉協議会事業費助成事業

◆平成30年の社会福祉法改正により「地域福祉計画」の策定が努力義務とされ、「地域福祉計画」に盛り込むべき事項と
して「包括的な支援体制の整備に係る事業に関する事項」が追加された。
◆令和2年の社会福祉法等の一部改正により、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の構築に
向けた取り組みとして、「重層的支援体制整備事業」が創設された。

◆昨年度から減少。身近な相談相手として「同居している家族」が71.3％で最も多く、「区や施設等の
相談機関」は6.2％と低くなっている。また、「相談相手がいない」理由として、「誰に相談すればいいか
わからない」が35.7％と最も高く、身近な相談先の充実や相談窓口等の分かりやすい周知が必要であ
る。

身近な相談先の充実や相談窓口の周知など、包括的な支援体制の構築につながる指標であるため

誰もが、地域の福祉ネットワークにより、世代や分野を超えて丸ごとつながり、支えあいながら安心して暮らすこと
ができる環境が整っています。また、適切な支援を通して、区民の自立した生活が進んでいます。
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◆高齢化に対応した福祉人材の確保・育成は喫緊の課題であり、相談会や研修等の実施により引き続き対応していく。
なお、研修については、研修時間帯の見直し等により受講者数の増加に取り組んでいく。
◆高齢期の就労者が増えたこと、青年層の参加するボランティアが多様化したことで、ボランティア登録者は減少傾向に
ある。充実感のあるボランティア活動やボランティア団体間の連携が課題である。
◆手話通訳者拡充のため、元年度より手話通訳者全国統一試験合格を目指す養成コースを開講し、4年度は8名が合格
した。また、相談支援専門員を確保するため、4年度は2名分の人件費補助を行ったが、受給者数の増によりセルフプラ
ン率は引き続き高い状況にある。5年度も人件費補助を継続し、相談支援専門員の確保に取り組んでいく。

福祉人材の確保・育成につながる指標であるため

◆「福祉のしごと相談・面接会」は年2回開催し、127人が参加した。区内介護事業者の職員や管理者
を対象とした研修事業については、オンライン開催とし、15講座、延271人が参加した。
◆福祉ボランティア育成の中心であるボランティアセンター、社会福祉協議会のボランティア登録者
数は減少傾向にある。

福祉人材の確保・育成には、福祉の仕事を理解することが大切であり、そのために相談・面接会や介護従事職員
への研修などを通じ、福祉人材の確保及び育成を支援します。また、シニア世代を含む福祉ボランティアの育成
と活用を図ります。さらに、資格取得の支援など、新たな介護人材の確保に取り組みます。

◆地域共生社会を実現するため「江東区地域福祉計画」の取組を推進し、地域・行政・地域と行政の3つのつながりづく
りに取り組むとともに、重層的支援体制の整備について検討していく。
◆年々増加及び複雑化していく相談に対応するため、社会福祉協議会の活動拠点を新たに整備するとともに地域福祉
コーディネーターを増員して、こども・高齢者・障害者等の相談支援体制やアウトリーチ活動を強化していく。
◆新型コロナウイルス感染症により停滞した見守り活動の再開を支援したほか、地域全体で高齢者の生活を支援する支
えあいの体制を構築するため生活支援コーディネーターを4人配置している。引き続き、高齢者が社会的に孤立すること
がなく暮らすことができるよう地域の実情に応じた地域主体の見守り体制づくりに取り組む。

(代表指標に記載）

(代表指標に記載）

地域共生社会の実現に向け、高齢者・障害者・こども・生活困窮者などの対象者別の縦割りを排し、既存制度の狭間に
いる方も含めて、生活上の困難を抱えるあらゆる方への包括的な支援体制を構築し、適切な支援を行います。そのた
め、社会福祉協議会のあり方を見直し、社会福祉協議会や関係機関との連携を一層進めることで、地域福祉の支援体
制を強化します。また、行政内部の各部署、地域社会、行政と地域のそれぞれのつながり作りに努め、きめ細かな支援
ができる体制を構築します。さらに、ひとり暮らし高齢者等の社会的孤立を防ぐため、地域主体による見守り体制の構築
を支援し、住民同士で支えあう活動の促進を図ります。
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◆内閣府の月例経済報告（令和5年4月）によると、景気や雇用情勢は緩やかに持ち直しているとされる一方で、物価上
昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意が必要とされており、なお予断を許さない状況である。
◆非正規労働や不安定就労者が雇い止め等で一度雇用の場を失うと、新たに職を見つけること自体が困難であるばか
りか、再就職活動に支障を来す場合も多い。また、稼働能力があっても就労経験の乏しさから生ずる就職に対する不安
感から雇用機会を狭めるなど経済的自立への障害となっている。生活保護受給者は、日常生活や社会生活面での課題
を抱えている場合が多く、一人一人の生活面及び就労面のニーズに応じたきめ細やかな自立支援が必要なため、一定
程度の時間をかけて実施していく。

生活保護受給世帯のうち、稼働年齢層の失業者が含まれる「その他世帯」の就労率が、経済的自立
を示す指標と考えられるため

◆新型コロナウイルス感染症の影響を受け、「その他世帯」の就労率は低下している。景気や雇用情
勢は緩やかに持ち直しているが、生活保護受給者の中には、稼働能力があっても就労経験が乏しい
方も多く、就労への不安感から雇用機会を狭めるなど、就労に当たっての障害となっている。

区民の最低生活を保障するとともに、生活保護受給者の状況に応じた支援を行い、日常生活、社会生活及び経
済生活の自立助長を図ります。また、生活困窮者の自立支援については、一人一人の考えや価値観を尊重する
とともに関係機関とも協調し、心身の状況等に応じた早期の包括的な支援を実施します。

◆高齢化の進展に伴う認知症高齢者の増加に加え、知的障害者、精神障害者も増加傾向にあることから、成年後見制
度利用者数、福祉サービスの総合相談件数、日常生活自立支援事業利用者数等の増が予想される。
◆3年度に策定した江東区成年後見制度利用促進基本計画に基づき、中核機関の設置に向けて関係機関との調整や
協議会での諮問等を行い、令和5年4月に開設した。今後は中核機関を軸に制度の周知や利用者のフォローを行い、制
度の適切な利用の促進を図る。
◆高齢者及び障害者への虐待防止・早期対応に向けて、研修による職員の資質向上、関係機関との連携強化、成年後
見制度の更なる活用等を進める必要がある。

成年後見制度の利用促進の状況を示す指標であるため

◆相談窓口の周知や事業説明会の実施等により指標値の向上につながっている。4年度は10,724件
と、3年度の10,593件と比べ131件増加し4年度の目標値（10,500件）を達成。6年度の目標値達成に向
けて順調に推移している。

福祉サービスの利用援助や金銭管理援助を行うとともに、成年後見制度に関する相談や利用の支援、高齢者・
障害者等に対する虐待の防止や早期発見・対応を行い、権利擁護を推進します。また、これらの利用件数の増
加が今後見込まれることから、後見人の育成や支援体制の充実を進めます。
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3

指標の推移を見る限り、目標値に向けて前進しており、相談窓口の周知や事業説明会の実施等
が効果をあげている様子が窺える。今後、さらなる高齢化の進展に伴い、より多くの問題が生じる
可能性が高いことから、一層の工夫・改善を期待したい。

江東区成年後見制度の利用促進のため、新たに中核機関を設置するなど改善が進んでいる。今
後、利用者のフォロー、制度の利用状況の把握分析など制度の改善を進めることが望まれる。

認知症患者や障碍者を支える活動や課題は、専門的な第三者（中間支援組織等）の介入によっ
て、近年は地域社会においてかなりの事例件数が表出されるようになってきたと感じている。目標
指標に相談件数を掲げており、わかりやすい半面、これら相談窓口や専門機関にかかるまでのプ
ロセス、つまり個人や家庭の悩みを解決すべき問題として当事者らに認識してもらい、家庭の外へ
表出化し、相談機関につなげるまでのプロセスが非常に重要で介入・支援が難しいと感じている。
専門機関につながる前のプロセスにこそ、地域福祉の包括的な支援が重要で、問題を抱える当
事者の生活により近い存在が行政人材としても地域人材としても重要であり、フォーマル・イン
フォーマルを上手につなぐ中間支援に期待したい。

2

介護人材の確保・育成のために工夫・努力を続けていることに敬意を表したい。それにもかかわら
ず、区が確保・育成した介護人材の人数が目標値に遠く及ばない点は、この問題の難しさを示し
ている。最終的にどのような状態をゴールに定めているのか、そのための方法として現在のやり方
だけで十分なのかなど、絶えず見直しながら、さらなる改善を図っていただきたい。

7月7日の2回目の外部評価委員会での説明によると、社会福祉協議会のボランティア登録制度の
枠外で企業や様々な活動グループに参加する例が増えているとのことだった。委員から、ボラン
ティアの質が変化しているとの指摘もあった。現状の変化の把握にとどまらず、一歩進めて、新た
な状況に対応し、ボランティア活動をより活性化させる方法を検討してほしい。区民モニターから
も、「オンラインでできるボランティアがあると初めて知った」などの声が出ていた。コロナ禍を経た
からこその、工夫できる余地を一層生かしてほしい。

近年は、超高齢化社会と経済状況の変化、それらに伴う人々の経済的価値観や公共心の変化が
大きく、ボランティア（特に無償または低額報酬のボランティア）を担う人材の確保は、難しくなって
きていると感じている。区民モニターのご意見では、ボランティアを担った経験のある人材も高齢
化などの状況変化に伴い、一旦サービス受給者になるとその他のボランティア活動への参画が難
しくなるとの話があった。このような携わる人々の意識や社会変化を踏まえ、人材育成を通して、人
以外の資源（動物・ロボット・AIツール・それらを扱う人も含む）も活用・育成しつつ、地域全体とし
ての重層的な支援のあり方、それを支える人材育成のあり方を検討してほしい。
同時に、現時点では福祉資源ではない人への意識啓蒙や就労チャレンジ等の就労体験機会の
充実、携わり方の多様化等も将来の人材確保につながる視点として重要と考える。

1

地域共生社会の実現に向け、高齢者・障害者・こども・生活困窮者など対象別の縦割りを排すると
いう考え方はとても大切であり、その考え方に基づいて、多面的な施策をきめ細やかに実施してい
ることを評価したい。ただ、成果と課題の記載内容がほとんど課題で占められていたことは残念
で、成果と課題を明確に整理していただきたい。

「対象者別の縦割り」がネックになっているという問題意識のもと、それを超えて地域を包括的に支
援する体制づくりが進んでいる。

包括化は、多くの政策分野での課題であるが、到達目標にむけた実践は、抱える領域の多様さゆ
えにコストがかかり難しいことも多いと思う。それが故、日々詳細な課題に向き合う中でも巨視的で
安定的な理念を常に確認することが重要である。
本方針については、区の現状や課題、それらを横ぐしにするという政策理念はしっかりと現場で共
有され、その上で体制の充実化にむけた取り組みが進んでいると感じた。

◆指標については一部の取組方針に掲げる指標が新型コロナウイルス感染症の影響等により停滞し
ているものの順調に推移しており、施策の進捗状況は概ね順調であると言える。
今後も施策が目指す江東区の姿の実現に向け、下記について着実に取り組む必要がある。

◆地域共生社会の実現に向け、「地域福祉計画」に基づき包括的な支援体制の構築に向けた取組を
推進するとともに、社会福祉協議会の機能強化、区との連携、区内部の連携強化を進めていく。
◆人口増や高齢化の進展に伴い、今後も成年後見制度利用者数の増加が見込まれる中、新たに設
置した中核機関を軸に成年後見制度の一層の活用を進めていく。
◆国の制度改正の動向を踏まえ、自立支援に向けて必要な体制整備を図るとともに、新型コロナウイ
ルス感染症に伴う影響に対しても適切に対応を進めていく。
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全体に良好な取り組みが進められていると思う。社会福祉協議会でのボランティア登録制度など従来から
の仕組みについて絶えず再検討、改善していくことが求められる。

取組方針全体を通じて、概ね適切に良好に施策が展開していると感じた。
問題の解消解決には時間がかかり高い専門性が求められことが多い分野だが、社会福祉協議会や関連
団体等の専門的機関と連携し、ケースによっては時間をかけても区民の生活や地域に伴奏していく支援
環境を適切に用意し、体制運営している姿勢がうかがえた。

地域福祉と生活支援という広範かつそれぞれに深刻さを増す課題に区として真摯に向き合い、きめ細や
かな取り組みを行っていることに敬意を表したい。一方で、これまでの発想や方法では真の解決につなが
らないケースも増えてきていると思われる。イノベーティブな発想と実践が強く求められていることを意識し
て、業務や施策のあり方自体を不断に見直し、発展させていただきたい。

委員や区民モニターからの発言、意見でなるほどと思ったのは、▼年齢によって「ボランティア活動をする
側」「される側」が線引きされるのではなく、状況に応じて活動を続けられるようにしてほしい▼介護される
側にも理不尽な対応、セクハラ、暴言など問題がある▼住民同士で助け合い、人材不足が補える仕組み
づくりが必要－－など。民間団体やコンサルなどの企業の協力を得ることも含め、介護、ボランティア活動
の柔軟な運用の推進が必要ではないか。

地域福祉の包括化について、十分な理念理解のもと、関係機関と協働した実践を行っていると感じた。今
後は、福祉領域外との連携も促進し、地域福祉で扱う課題のより本質的な解決にむけた施策展開に期待
したい。
その上では、調整機能を担う部署が重要で、専門性の高い社会福祉協議会や関係機関を活かしつつ、
その他領域や専門家とをつなぐ区の柔軟で積極的な姿勢がますます求められると感じた。

高齢者が対象の施策において、ICTの活用は難しい面もあると考えられるが、生活保護受給者の自立支
援など、ICTを活用した新たなアプローチもあり得る。国内外の先進事例などに学びつつ、一層の工夫を
行ってほしい。

地域を包括的に支援していくことを目指し、現場に則したきめ細かな取り組みが進められている。

施策内容の全体像や具体事例などを適切にとらえていると感じた。特に、評価の機会においても十分な
事前説明資料や会議の場における説明を行い、内容に応じて具体的なデータ数字や情報を共有し、わ
かりやすかった。

区民ニーズ・社会状況の変化を的確に捉えて施策を展開していると評価できる。

4

他の先進国と比べて高い我が国の貧困率をどう低下させていくかは極めて大きな課題である。一
方で、人手不足も深刻さを増しつつある。これらの観点からも、生活保護受給者の就労を通した自
立を促すことは、容易ではないものの、強化すべき取り組みである。既に様々な施策を展開してい
るようだが、他の自治体の先駆けとなるような取り組みを含めてさらに一層の工夫を期待したい。

新型コロナの感染拡大が落ち着き、景気が持ち直しているとはいえ、物価上昇、インボイス制度の
導入などにより、大企業の社員以外の非正規職員や個人事業主は厳しい状況に置かれている。
状況を注視し、きめ細かな支援を続けてほしい。

生活保護受給世帯の就労については、世帯主が稼働年齢層であっても健康状態や介護・育児
等、受給者の生活環境によって状況が様々であると推察される。きめ細やかな自立支援をおこ
なった上で就労に至ったケースは、福祉的な支援の結実として重要であり、就労率は適切な政策
指標であると考えられる。
一方で、就労を受け入れる事業者側からの支援も重要と思われ、事業者との連携および区経済
課などとの事業主管課をこえた庁内連携も必要と考える。
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≪参考≫　外部評価モニターの評価

◆指標については、一部の取組方針に掲げる指標が新型コロナウィルス感染症の影響等により、計
画策定時の現状値より低下している。
◆行政サービスの再開に伴い、施策が目指す江東区の姿の実現及び指標の向上に向け、下記につ
いて着実に取り組む必要がある。

◆地域共生社会の実現に向け、「江東区地域福祉計画」に基づき、包括的な支援体制の構築に向け
た取り組みを着実に推進するとともに、引き続き必要とする人に適切な支援が行き届くようきめ細か
い対応を進めていく。

◆人々の意識や社会変化等により、企業や様々なグループにてボランティア活動に参加するなどボ
ランティアの質が変化している中、ボランティアに携わる方の多様化を見据え将来の人材確保につな
がる取り組みを検討する。

◆人口増や高齢化の進展に伴い、今後も成年後見制度利用者数の増加が見込まれる中、新たに設
置した中核機関を軸に成年後見制度の一層の活用を進めていく。

◆国の制度改正の動向を踏まえ、生活保護受給者等の自立支援に向けて必要な体制整備を図ると
ともに、新型コロナウイルス感染症に伴う影響に対しても適切に対応を進めていく。

1人 11人 3人 1人 0人 16人

区民モニターから、「それぞれの部課の担当分野がわかりにくいので、体系図か部課の切り分け要件がわかると、話が
入ってきやすくなる」との指摘があり、その通りだと思う。また、確かに、7月7日の外部評価委員会では、質疑に応答した
担当者が限られ、「ただいるだけの職員が減る仕組み」を求める声もあった。担当部内の打ち合わせや準備が足りなかっ
たということか。「ボランティアが減っている問題」でも、担当部署では減っているわけではないという構造的変化を把握し
ており、外部評価対応の担当がシートに機械的に記入したのではないかと感じる。

S A B C 無回答 計
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